平成25年度第２回岩手県高齢者福祉・介護保険推進協議会会議録

１　開催日時

　　平成26年３月17日（月）午後１時30分～３時45分まで

２　開催場所

　　エスポワールいわて　３階特別会議室（盛岡市中央通一丁目１番38号）
　　

３　出席者

　【委　員】（50音順）
　　　池　田　壽　和　委員　　　小笠原　千　恵　委員
　　　木　村　宗　孝　委員　　　佐々木　カ　ツ　委員
　　　関　　りゅう子　委員　　　高　橋　敏　彦　委員（代理：島津愛郎氏）
　　　寺　山　靖　夫　委員　　　遠　山　宜　哉　委員
　　　長　澤　　　茂　委員　　　野　田　和　子　委員
　　　藤　村　和　枝　委員　　　丸　木　久　忠　委員
　　　三　善　　　潤　委員　　　八　幡　博　文　委員
　　　山　内　二三男　委員（代理：吉田　均氏）

　　　渡　辺　　　均　委員

　　　
　【県側出席者】

　　　根子保健福祉部長　鈴木長寿社会課総括課長　稲葉高齢福祉担当課長

　　　ほか長寿社会課職員
　

４　開　会

　　（会議成立報告：委員19名中16名の出席）
５　あいさつ

　　根子保健福祉部長

６　議事要旨

協議事項

・会長及び副会長の選出について

　委員の互選により、会長に遠山委員が選出され、副会長には木村委員が指名された。
報告事項

(1) 介護保険制度の改正について
（資料№１　説明者　稲葉高齢福祉担当課長）

事務局から上記について説明の後、以下のとおり質疑応答が行われた。

　（遠山会長）

　　　説明いただきましたが、御意見等お願いします。
　　（渡辺委員）
　　　まず一つ目は、地域支援事業です。地域支援事業は、介護保険事業では大改革だと思います。私どもは高齢者施設及びデイサービスの組織ですが、この資料を見ますと、すべて地域に投げるという考え方があるようですが、投げられても、専門的サービスをする手立てがまだまだできていません。そういう中で、先日の読売新聞にも社会福祉法人の記事が出ていましたが、われわれ社会福祉法人が受け持っていかなければならないと思います。今まで、措置時代から介護保険に移行しまして、今は介護保険オンリーになっているわけですが、それに対して少し考えなければならない、われわれが取り組まなければならないと思っています。
　　　もう一つ、地域支援事業をやった場合、国の示した単価以下でやるという文言がありますが、国で示さない場合、県のほうで標準単価を示していただきたい。各事業者に任せることになると叩き合いになりますので、これについてよろしくお願いします。

　　（鈴木総括課長）
　　　資料№１の10ページですが、新しい地域支援事業で、さまざまなボランティアに参加してもらい生活支援サービスを担っていただくわけですが、そのボランティアの育成や連携を行うのがコーディネーターです。
３月15日に大船渡市で、さわやか財団主催の、地域支援事業を推奨するフォーラムがあったのですが、その際、厚生労働省老健局の朝川振興課長の説明がありました。このコーディネーターですが、26年度は都道府県に申請してもらい、国で研修を行って配置していくわけですが、このことに関して、私のほうから、渡辺委員からお話のありました社会福祉法人の公益事業ということで、コーディネーターに求められる役割は、福祉的な知識とか公平性も兼ね備えているということなので、まさに社会福祉法人の職員が適職である。県としては、社会福祉法人の公益事業の一つとしてコーディネーターを担っていただくことを考えていきたいということをお話しました。
　　　二点目ですが、生活支援になりますと、これまでのような介護報酬といった公定価格ではなくなり、市町村が単価を決めて、利用料も市町村が決めるということになります。いま出されている方向として、過当競争や質の低下が問題になりますので、国で一定のガイドラインを示すことになっております。一つはそれに期待しますし、そうでなかった場合には、県で統一単価を定めるのはなかなか難しいかもしれませんが、逆に市町村の状況を情報公開しながら、間接的に常識的な線で落ち着くような状況を支援していく必要があると考えています。

　　（遠山会長）

　　　市町村の状況を情報公開することで、国のガイドラインに相当する機能を果たせるということですね。

　　　

　　（吉田委員代理）

　　　確認ですが、コーディネーターとは、資料№１の９ページの上にある「生涯現役コーディネーター」、つまり地域の元気な高齢者を配置するという解釈でよろしいでしょうか。
　　

　　（鈴木総括課長）

　　　これは、必ずしも元気な高齢者を配置するということを想定しているわけではないようです。例えば、市町村社協にコミュニティソーシャルワーカーという、地域福祉の担い手としてコーディネートを行っている方がいますが、そのイメージです。ある程度、福祉的な知識や公平性という観点を持ち合わせた方ということで、退職してまだまだ元気な方や、社会福祉法人の職員も想定されているようです。

　　（吉田委員代理）

　　　地域支援事業を含め、これから介護保険の改革に沿ったことをしていくということで、市町村の役割が重要になってくるわけですが、今までのような市町村の考え方や対応の仕方、やり方では、これからの介護保険に到底対応できないわけです。医療・介護連携、認知症、生活支援サービス、介護予防等についても、おそらく地域包括支援センターに丸投げになるわけですが、今でさえ包括的支援事業で手一杯で不十分な形でやっているのに、これが来た場合、はっきり言ってできません。本当に国がやれと言うのなら、地域包括支援センターに認知症で１人、医療連携で１人、生活支援に１人いるなら初めてできるわけですが、そこを最小限の人数でどうやってやるか、市町村の皆さんと一緒に考えていかなければならないと思います。そういう意味では、市町村のやる気を、県を含めて確認していかないと大変なことになると思います。市町村の人材ですが、こういう改革のときに事務職が３年で異動になるということではなく、ある程度専門性を持った職員を配置する、あるいは、専門性を持たせるような取組がベースにないと、とてもじゃないが市町村独自の地域包括ケアシステムを進めるのは大変になってくると思います。そうなった場合、一番ひどい目にあうのは委託された地域包括支援センターや、サービスを実際に提供する事業所です。今ですらお手上げ状態ですので、何とか展望を開いていただきたいと思います。
　　（鈴木総括課長）

　　　市町村支援ですが、県から市町村に対してやれという時代ではないので、逆に市町村の優れた取組を適宜情報提供して参考にしてもらうため、11月から県の情報誌「ちいきで包む」を発行し、優れた取組を紹介しています。ホームページにも掲載していますので、後で御確認いただきたいと思います。御指摘の点はもっともでして、来週24日には市町村担当者会議を開きまして、今度の制度改正でより市町村の責任が求められるということを丁寧に説明したいと考えていますし、来年度以降も、市町村の主体性について、継続してお願いしていきたいと思っています。
　　　資料№１の18ページ、「地域包括支援センターの機能強化」では、吉田委員代理から御指摘のとおり、これまで以上に在宅医療と介護の連携、認知症初期集中支援チームについて、さらに強化してやってくださいというところです。３月15日のフォーラムのパネルディスカッションの際、朝川振興課長に対し特にお願いしました。今、高齢者が３千人から６千人ごとに、主任ケアマネと社会福祉士と保健師をそれぞれ１人ずつ配置することになっていますが、福祉のほうで一生懸命やりたいと思っていても、基準がそうなっていると、市町村の財政サイドにいくと３人が基準なら３人でいいだろうとなってしまう。振興課長さんも認めていまして、基準より多く配置しているセンターは、けっこうちゃんとした取組をしている。私からは、基準を最低４人ないし５人としない限り、市町村や現場のセンターが大変なので、そのへんを考慮いただきたいと発言しました。それに対し「確かに厚い配置をしているところは一生懸命やっているし、御指摘のとおりなので、基準の見直しをするか、検討したい」というお言葉をいただいたので、それに期待したいと思います。
　　（島津委員代理）

　　　今、地域福祉計画を策定していますが、策定委員会の中には地域包括支援センターの職員の方も入っています。吉田委員代理がお話しされたとおり、もう限界でこれ以上はできないと言われました。ですから、基準を上げていただかなければなりません。市の地域包括支援センターでも、ある程度ゆとりを持ってやっているところは動きがぜんぜん違います。ただ、介護職の人材確保が深刻な問題です。ここを見ていかないと、いくら基準を上げてもしょうがない。これについても併せて考えていただきたいと思います。
　　（鈴木総括課長）

　　　介護人材確保についても、十分取り組んでいきたいと思います。

　　（長澤委員）

　　　先日「ちいきで包む」の取材を受けました。一関市を先進地域ということで紹介していただき、ありがとうございました。
せっかく岩手のプランを作るということですが、私としては、厚生労働省の施策が本当にいいのかという思いがあります。それにプラスして、「ここは岩手として譲れない」というところがあってもいいのではと思います。少子高齢化といわれてきましたが、人口が減少しているわけで、岩手県の人口のピークは1960年あたりで、以後は減少し続けています。2040年にはすべての都道府県が人口減少になり、東北はすでに人口減少になっているわけです。岩手県では17市町村、「みなし過疎」を合わせると22市町村が過疎になっています。医療資源も潤沢といえない地域がたくさんある中で、岩手県ではこういうことをきちんとやらなければいけないのではという、厚生労働省プラス岩手の知識ということを、リーダーシップを取ってやっていただきたい。

　　　先ほど、介護職が足りないと言われましたが、そのとおりだと思います。医師会では、盛岡市と一関市で看護学校を運営しております。少し前まで、医師会立の看護学校は医師の受益と考えられていた時代がありましたが、今は、地域が受益者になるわけです。県境にある一関では、半分以上が宮城県北から入ってきて、宮城県へ戻ってしまう。そのへんの御指南をお願いしたいと思います。介護職も2040年までに100万人ほど足りない、看護師も同じくらいの数字だろうと思われます。新卒の女子高生が50万人と計算すると、その１割の５万人が看護職に進んだとしても、到底2025年問題に追いつかないわけです。介護職と併せ、看護職もみんなで支えていく流れを作っていかないといけないと考えています。
　　（鈴木総括課長）

　　　資料№１の39ページですが、第６期計画では2025年まで見通しているわけですが、市町村が作るのは介護保険事業計画で、県が作るのが介護保険事業支援計画です。来年度予算が承認されましたら、来年度、計画策定のために岩手県が行う特徴的なことを一つだけ説明いたしますと、長澤委員から御指摘いただきましたが、岩手県でもいろいろな地域類型があります。盛岡市や北上市のような都市部、西和賀町や雫石町のような中山間地域、沿岸被災地、その中から４つの地域類型をピックアップして、例えば、大学の社会福祉学部を持っているようなところにフィールド調査をお願いし、主に認知症高齢者、単身や高齢者のみ世帯を中心に、そこにあるサービス資源の状況など、地域包括ケアの理念はできるだけ住み慣れた地域で住み続けることですので、2025年を見据えてどういった取組が必要かということについて調査して、分析・報告していただく方向で考えています。長澤委員からの御指摘を踏まえまして、岩手らしい計画になるよう生かしていきたいと考えています。
　　　介護人材、看護人材の不足については、新年度事業でも考えておりますのでよろしくお願いします。

(2) 地域包括ケアシステムの構築支援について

（資料№2-1・2-2　説明者　稲葉高齢福祉担当課長）

事務局から上記について説明の後、以下のとおり質疑応答が行われた。

　（野田委員）
　　　資料№2-1に、介護が必要になった場合の希望が書いてありますが、これは現在その家に介護する人がいないという前提ですか。

　（鈴木総括課長）
これは２年くらい前の全国調査の結果ですが、これは本人も家族も、自宅で受けられるサービスがあれば、自宅にいたいということを表しています。
　（野田委員）

つまり、現在は介護していないということですか。もし介護が必要になった場合の希望を表しているわけですが、実際に介護した経験があるのでしょうか。

　

　（鈴木総括課長）

この表は介護経験の有無ではなく、経験がある人もない人も含まれていて、自宅での介護を希望しているけれども、実際には難しいということを表しています。

　（野田委員）
わかりました。たしかに経験上、自宅での介護は大変ですが、現在はいろいろなサービスを提供していただいているので、だいぶ楽にはなったと思うのですが、在宅医療が進んでくると、ますます家族は大変になるんじゃないかというのが私の感想です。

　（木村委員）
このたびの診療報酬の改定で、医療の現場から意見が出てきたのですが、厚生労働省の考えは在宅一本です。病院に置かず在宅へという改定がなされました。医局内で激論になったのは看取りの部分で、うちの病院では、施設の方から最後までお願いしたいと言われれば、中心静脈栄養で最後までみるわけです。昔は中心静脈栄養で治療しても、３か月から長くて半年くらいでお亡くなりになりましたが、今は輸液もかなり良くなっていて、１年２年と長く入院される場合もあります。それを切り替えるのは医者としては難しいことです。どこまで治療するかについて激論になりました。国の方針とは逆になるわけですが、家族や施設から言われたら、そこまで治療せざるを得ないわけです。そういった患者さんがどんどん増えて困っています。臓器提供カードのようなものを国で作って、個人の意思がはっきりするような形にしてもらえれば、施設で看取ることもできると思います。そうしないと、介護地獄になってしまいます。医療の面で在宅で看取るというときは、がんの患者さんの話をしますが、がんの場合は余命何か月という話をされますから、だいたいそのあたりで亡くなられる。介護の場合、年金で生活している家族の問題などもあって、現場では非常に苦慮しているところです。厚生労働省に現場の声として上げていただいて、何か方策を採っていただきたいと思っています。
　（長澤委員）
木村先生のお気持ちはよく分かります。今のお話は、厚生労働省に決めてくれということを話されたのではないと思います。日本臨床倫理学会というものに行ってきました。日本在宅医学会、日本老年医学会など、いろいろなところからいろいろな知恵を拝借して、人の命をどのように支えていくのかということを考えなければならない、という木村先生からの問題提起だと思います。
ある有名な食道がんの権威が食道がんになったとき、自分が一番知識を持っているものですから、いろいろな治療方法を提案しているうちにパニックになってしまった。主治医の先生が、患者さんに寄り添ってこういう方法がいいのではと提示する、そこがPhysicianとDoctorの分かれ道ではないか、という文章が心に残っています。
ですから、まだまだいろんな方々のお話を聞いて詰めていかないと、行政に決めてくれという話ではなかったと思います。
　（寺山委員）

われわれがこういう問題に対応するのは、脳卒中や認知症は突然起こるものですから、例えば大津波に対して予測をしなさいといわれても、３年たてば忘れてしまうものです。がんは３年以内にだいたい６割の方がお亡くなりになる。リビングウィルを考えることは大事ですが、実際には、いま元気な私が明日脳卒中で倒れ、殺してくれと思っても、それを表出することができないわけです。そういう疾患に、これから2050年までに国民の半分以上の方がかかるわけです。そして、国の試算で介護職員は全体で増えています。人口ピラミッドから考えると、2050年には９分の１になるわけです。今、一人で２人看ていたのが18人を看ることになるわけです。日本をグローブに見ていくと、一つ一つの地域ごとに見ていかないといけないわけで、だから国は地域ごとにやってくださいと言うわけですが、やはり地域には事情があって、特に岩手県の事情というものを前面に出していかなければならないのは事実です。どうするかというと、国の方針を一応認めた上で、岩手県は実情に合わせてやっていくということの決定の裁量権は、この施策に任されたということだと思うのです。アイディアは１年目くらいで作り、最終的に５年目くらいにまた梯子を外されると思うのですが、それまでの間に、最初国が決めた方針に沿って、どれだけ岩手県民のためにいい医療・介護を現実として定着させるか。そのためには、高齢化していく患者さんにリビングウィルとか将来のことを決めてもらう。認知症の方や脳卒中になった方には難しいですから、一般の人たちにかなり強い啓発をしなくてはならないと思います。そこが欠如していると思います。私たちは理解できるからこうしてディスカッションしているのですが、これを一般の方にわかるようにどう啓発していくかということが大事だと思います。
(3) 復興関連事業の進捗状況について

（資料№3-1～3-3　説明者　西野主任主査）
事務局から上記について説明の後、以下のとおり質疑応答が行われた。

　（寺山委員）
　　要介護認定者の疾患別分類は、知ることができますか。
　（鈴木総括課長）

疾患別については、主治医意見書を見ながら一つ一つ見れば別ですが、そういった統計を取っていないので現実的にはできません。ただ、資料№3-1の(1)あるいは(2)にあるとおり、新規要介護認定者出現率のなかで平成23年６月から23年12月がぐっと伸びてそのあと落ち着いているのは、推測ですが、応急仮設住宅ができて今までの生活と環境が変わり、生活不活発病が出てきたことと、これまでと違う環境で認知症の方に症状が現れてきたこと、大船渡あたりでは特に、保健師の訪問やケアマネからの勧めによって、要介護認定や介護保険サービスの利用を推奨したということが23年に集中したわけです。被災地では、23年から介護予防とか保健師のローラー訪問など、健康づくりに力を入れてきておりまして、その結果が24年からの内陸部と大差ない新規認定の出現率につながったと分析しております。
　（寺山委員）

資料№3-1の(1)の、対平成23年２月の全県の認定者数の伸び率の母数は総人口ですか。沿岸被災地では、総人口は減っているが要介護認定者は増えているということでしょうか。沿岸地域では、健康な人が減って要介護認定者がどんどん増えているということになるのでしょうか。
　（鈴木総括課長）

単なる高齢化ではなく、岩手県の場合、後期高齢者の割合が平成20年から75歳以上の割合が65歳以上の半分以上となっています。
　（寺山委員）

介護を要する人間が、通常に比べて沿岸では、震災後は増えているということですか。

　（鈴木総括課長）
　　そのとおりです。
　　　

　（丸木委員）

寺山委員と同じことになりますが、数字というのは見た目によって錯誤が出てしまいます。平成23年から25年の数字は、あくまでも前年における数字との対比です。全体の人口に対する比率はどうなっているのかということです。全体の人口は減っているのに人数がこれだけ増えていると、実はかなり多くの新たな要介護高齢者が出ているのではないかということです。

　（鈴木総括課長）

資料№3-1の２ページ(3)が要介護認定率で、第１号被保険者数に対してどのくらいの方が要介護認定を受けているかというものですが、これからすると、25年12月現在をみて分かるとおり、計算方法としては、要介護認定とされた方を65歳以上の人口で割っているものの全県と沿岸との比較ですが、これで見ると、そう大差ない状況になっています。
　（丸木委員）

わかりました。ただ、65歳以上ということですね。おそらく、一般の方は単純に数字だけ見ますと、あまり増えていないように見えます。
私たちは被災地に住んでいて、私自身も仮設住宅に住んでいるわけですが、社会福祉協議会の会長をしていますので、相談員が回ってきます。仮設住宅の高齢者はかなり認知症にかかっています。今まで大丈夫だった方も、かなり認知症になっているという変化が現実です。ですから、釜石市全体ではそう大差ないかもしれませんが、地域の中でも仮設に入っている方の数値はおそろしく異なっているので、そのような数値もどこかで捉えていないと、後々、おかしいということになるのではないでしょうか。
復興が仮設住宅から復興住宅に移ろうとしている、これは第１ステージから第２ステージへ移ろうとしているわけですが、おそらく阪神淡路でもそうだったと思うのですが、３年４年たってからものすごく数字が変わるんですね。自死率とか一人住まいの方が増えるとか、そういった環境の変化が、データとしては今までの数字しか取れないと思いますが、他のモデルを参考にした場合に、かなり慎重に対処しないと、復興という部分で資料№3-1の(1)(2)(3)といったものは、岩手県としても課題として捉えられることと思います。
内陸部と被災地沿岸部の人口の減少率が高いものですから、施設をある程度充足させても、中で働く人の募集がままならない。そうすると、器はできたが施設として働きが発揮できないという状況になるのではないでしょうか。
もう一つお聞きしたいのは、復興関係の資料をお持ちですが、県の広報として、ペーパーとして、特に被災地に配布している現状はありますか。

（鈴木総括課長）

資料№3-2や№3-3の内容ですと、県のホームページなどによる広報で、積極的にお知らせしています。

（根子保健福祉部長）

第１期復興実施計画は今年度末が最終になりますので、第２期計画の案を現在出しています。第２期計画が決まりましたら、復興局が中心になり情報提供していきます。

（丸木委員）
というのも、高齢者の問題を議題としていますが、ホームページに載っているので御覧くださいといわれますが、高齢者の何人が見ることができるでしょうか。できればペーパーや新聞紙上で、高齢者が読んでわかる形の広報について配慮していただきたいと思います。
(4) 平成26年度主要施策について

（資料№4-1・4-2　説明者　稲葉高齢福祉担当課長）

事務局から上記について説明の後、以下のとおり質疑応答が行われた。

　（長澤委員）
　　保健福祉部の計画は、復興局とも横の緊密な連携を持ちながら進めていると認識してよろしいですか。

　（鈴木総括課長）
　　県の重要施策が復興ですので、もちろん復興局とも連携しています。保健福祉部の中でも、長寿社会課ですと「いわていきいきプラン」になりますし、医療政策になりますと、「岩手県保健医療計画」などそれぞれ法に基づく計画がありますが、計画を作る際には必ず復興との関連を意識しています。事業についても、一般事業と災害対応事業と関連付けて展開しています。
　（長澤委員）

　　県南広域振興局の企画管理課に行った際、「地域包括ケアとはどういう意味か」と聞かれたことがあり、気になっていました。よろしくお願いします。
(5) 次期「いわていきいきプラン」の策定について
（資料№５　説明者　稲葉高齢福祉担当課長）

事務局から上記について説明の後、以下のとおり質疑応答が行われた。

　　（吉田委員代理）
　　　次期の地域包括ケア計画を作る場合に、おそらく岩手県の中で大きな課題として出てくるのが低所得者の住まいの確保だと思われます。国では、有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅等を推奨しています。基本としては一番自宅がいいわけですが、今はそういう状況ではないので、折り合いをつけてセカンドハウスに住むという施策がとられています。いま、有料老人ホームやサービス付き高齢者住宅に入るには13万円とか15万円が基本料金になっていますので、ここに入れる人はいいですが、最終的にはお金のない人はどこに最後の生活の場を求めればいいのか。地域包括ケアシステムの基本となる住まいのことを、今のうちに県でも考えていかないと、大変なことになる気がします。国では、社会福祉法人が出資し合いながら、そういった方々をまとめて住まわせサポートしようと言われていますが、そういったことを踏まえながら、計画作りに反映させていただきたいです。
　　（長澤委員）

　　　医療と介護の連携は、いろいろな問題があり難しいだろうと思います。この取組を広域的な立場から支援・調整するということを、もう少し具体的に御指導いただきたいです。また、人口減少について、出生率の問題は長寿社会課の担当ではないのかもしれませんが、人口問題はとても大事だと思っています。伴侶を持っている方の出生率は、日本の平均からいうと東北・北海道は低いです。人口減少問題について、この場で話すことではないかもしれませんが、どのように考えていますか。
　　（鈴木総括課長）

　　　在宅医療は、資料№2-1の右下、平成26年度の主な取組のところで、「医療と介護の連携強化」の在宅医療推進事業がありますが、これは平成23年度と24年度に国の直轄モデル事業で、「チームもりおか」と「チームかまいし」が在宅医療連携拠点事業をやってきました。昨年９月に補正予算措置されまして、医療再生基金を使い、平成27年度まで県全体で８億円の予算規模で、在宅医療の連携のための様々な事業を行うことにしています。たしか、長澤委員のところでもこの事業を使っていただき、ポータブルレントゲンを買って在宅医療を進めていただくことになっているかと思います。
西和賀町では、まずは話合いからはじめましょうということで、医療介護連携の協議の場を設ける事業とか、釜石ですと寺田先生が進めている「チームかまいし」の取組を継続してやっていくとか、そのようなことを継続強化していきます。
それから「地域包括ケアシステム構築の基盤づくり」の中の、「医療から介護までのサービスが切れ目なく提供される」ということについては、急性期病院を中心にケアマネに何の連絡もなく退院する割合が、全国平均で約40％といわれていますが、これを限りなくゼロにしていきたいということです。介護が必要な人が入退院する際に、病院と在宅のケアマネの連携を促進し、サービスの空白期間を作らないようにする取組を盛岡と宮古保健医療圏でやります。
それから地域ケア会議ですが、多職種連携協働といっても、福祉介護関係の連携は簡単ですが、医療の連携は難しいです。市町村にロードマップで示した際に、市町村向けにお話してきたのは、地域包括ケアシステムの構築支援のマネジメントの第一責任主体は市町村なので、医療計画というのはなじみが薄い部分ですが、市町村の医師会さんに協力をいただいて、地域ケア会議への参画、具体的には忙しいお医者さんに代わって看護職に入っていただくとか、地域ケア会議レベルでの介護連携、この三つを進めていこうと考えています。そのために、26年度の主な取組のところの「地域ケアシステム構築の基盤づくり」の中で、地域ケア会議の進め方とか、専門家の派遣を希望するところには、バックアップをしながら医療と介護の連携を進めていこうと考えています。
二つ目にお尋ねの人口問題ですが、人口問題に対してどうするかというのは当部では対応しかねます。ただ、計画を作るときには、国立社会保障・人口問題研究所が出している将来推計を踏まえ、どのくらい縮小するのか、高齢者が増えて稼働年齢層が減るのか、認知症高齢者がどのくらい出るのか、ということを踏まえながら2025年までの姿を抽出して、それに対してどのようなことをやっていくかを記載することにしています。
　　（長澤委員）

　　　ありがとうございます。
最後の問題ですが、私が言いたいのは、人口を増やすにはどのようなことを考えたらいいのかということで、日本全体を考えると大きな問題だと感じているのでお話してみました。医療と介護の連携についてはよく分かりました。一関でも医療と介護の連携で、共有シートを作り始めており、ケアマネ、看護士、福祉全体が使えるシートを作るために動いています。うまくいきましたら御報告したいと思います。
　　（遠山会長）

　　　他にございませんでしょうか。時間も押しておりますし、意見も出そろったようですので、議長の役割を終わらせていただき、事務局にお返ししたいと思います。

　　（稲葉高齢福祉担当課長）
　　　その他として、皆様から何かありますか。

　　（池田委員）

　　　長澤先生がお話しされた人口問題について、この審議会で取り上げていただきたい。
　　（鈴木総括課長）

　　　この会において、人口問題を議論するのは困難と考えます。

　　（池田委員）

　　　この場での御発言だけで終わるのは惜しく、他の委員の皆さんの御意見も聞いてみたいと提案しております。
　　（鈴木総括課長）

　　　ではせっかくですから、他の委員の皆様から、何かこの件で御意見はありますか。

　　（※他の委員からの発言なし）
　　（鈴木総括課長）
　　　いずれにしても、今後とも何かお気づきの点がありましたら御意見いただき、それらにつきまして、協議できる範囲で意見交換等していきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

　　（稲葉高齢福祉担当課長）

　　　以上をもちまして、平成25年度第２回岩手県高齢者福祉・介護保険推進協議会を閉会いたします。ありがとうございました。
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